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山 口 大 学  産 学 公 連 携 ・ 創 業 支 援 機 構     

ビ ジ ネ ス ･ イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン 施 設 ≪ Y U B I S ≫  

YUBISからのお知らせ 

 ・ベンチャー企業等支援ネットワーク 

   ・TOPICS 

    大学発ベンチャー「(有)エコマス 代表取締役 安藤竜馬 氏」 

   中国経済産業局ホームページに掲載！！ 

 ・「ベンチャープラザ中国2003」 ビジネスプラン募集開始！ 

創業・起業関連情報 

 ・知的財産権 

   ・最低資本金規制の特例 

 ・ビジネスプラン（事業計画書）作成のポイント 

   ～作成のポイント～ 

   ～作成の手順～ 

 YUBISからのご案内、創業・起業に関する情報を、毎月、お知らせ

します。ご活用ください。 

活用してください。 

 

ベンチャー企業等支援ネットワーク 

http://web.infoweb.ne.jp/venture-net/ 

 

平成10年２月に、ベンチャー企業等への支援を実施している官民の各機関・団体等の連携を図

り、各種の支援策の効果的な実施や活用促進を図ること等を目的として設置されました。 

経営・事業運営、技術・研究開発、人材雇用、その他間接支援 毎に、支援事業を紹介（リンク） 

構成メンバー；厚生労働省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、総務省、雇用・能力開発機

構、中小企業総合事業団、通信・放送機構 

 

 
 大学で行われる研究成果の多くは、「基礎研究」「応用研究」を問わず、ビジネスでの実用ま

でには一定程度の距離があります。したがって、大学の研究成果をビジネス分野で生かすには、

いわゆる研究開発の“死の谷”を乗り越えることが必要で、“基礎と実用の間を繋ぐ研究開発”

が必要とされます。ところがバイオテクノロジーや幾つかの分野では、「基礎研究」と「実用

化」の距離が非常に近く、実用を意識した「基礎・応用研究」を進める「研究開発型ベン

チャー」が多くの大学から生まれています。 

 自分自身の研究成果は“実用とは限りなく遠い”とお考えの方が多いようですが、調べてみる

と“実用に極めて近い”ということがあります。YUBISは、山口大学教員の研究成果をもとにし

た「研究開発型ベンチャー」の育成支援に力を入れています。 

 ご一報いただければ各種支援を行いますので、ご活用ください。 

 

YUBIS施設長 三木俊克 

「研究開発型ベンチャー」の育成について 



AnnouncementAnnouncementAnnouncement   
知 的 財 産 権 
 

特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権など 

著作権を除く知的財産権は先願主義（最も早く出願した人に権利が与えられる）。 

  他人に特許を取得されたら困るような技術は、特許出願をしておくべき。 

  但し、特許出願すると発明内容が公表されるので、出願の是非は要検討。 

    特に、ノウハウを特許出願する際には要注意。 

知的財産権侵害された場合は、商品の製造・販売、サービス提供の強制的差止め、損害賠償請求が認められる。 

創業・起業に関する情報創業・起業に関する情報  

現在、ビジネスプラン発表者の募集が行われています。 

  

2003年11月13日（木）11:00～17:00                             

 

ベンチャー企業がビジネスパートナーや投資家と出会う場所です。 

ビジネスプランを多くの方々に聞いていただく機会として活用できます。 

新商品、新サービスの提供等についてのビジネスプランを持っており（これから作成でもＯＫ）、資金調達、販路拡大、ビジネス

パートナーの協力を求めているベンチャー企業の方々に活用をお奨めします。 
 

●主 催 :  中国経済産業局、中小企業総合事業団、 

      中小企業・ベンチャー総合支援センター中国 
 

応募書類の入手を始め、詳しい情報は、 http://www.chugoku.meti.go.jp/ 
 

※専門家によるビジネスプランのブラッシュアップ、効果的なプレゼンテーションのためのアドバイス等も受けることができます。 

とき 
参加費 

無料 
ところ メルパルク広島              

〒730-0011 広島市中区基町6-36 

締切 ７月３１日（木）＜必着＞ 

「ベンチャープラザちゅうごく２００３」  

権利の内容 出願手続き 審査 権利の発生 出 願 ～  

権利取得 

権 利 の 存

続期間 

特許権 新しい技術（開発）を独

占的に実施できる権利 

願書に発明を特定する

明細書、図面、要約書

を添え、出願手続き。 

出願から1年半経過後、

出願内容が公開《出願公

開》出願から3年以内に

出願審査請求の手続き

（なければ取下げ） 

特許庁の審査を通過し、

3年分の特許料を納付す

ると、特許権発生 

２～３年 出 願 の 日

か ら ２ ０

年 

実用新案権  新しい技術（考案）を独

占的に実施できる権利           

（発明ほどレベルが高く

ない技術も対象） 

願書に考案内容を記載

した明細書、図面、要

約書を添え、出願手続

き。 

 審査なしで登録   

（実用新案権の有効性に

ついて客観的な判断材料

を提供する実用新案技術

評価書の請求も可） 

6 ヶ 月 程

度 

出 願 の 日

から６年 

意匠権  物品の新しいデザインを

独占的に実施できる権利         

（工業製品はほぼ全てが

登録対象） 

願書で登録したい意匠

の物品を特定し、図

面、写真、布地などで

形態を特定 

出願した意匠は全て審査

（審査請求不要） 

特許庁の審査を通過し、

登録料を納付すると、特

許権発生 

１～２年 出 願 の 日

か ら １ ５

年 

商標権  商品、サービスのネーミ

ング、マークを独占的に

使用できる権利 

願書で使用したい商

品・サービスを特定

し、商標見本で使用し

たい商標を特定 

出願した商標は全て審査

（審査請求不要） 

特許庁の審査を通過し、

登録料を納付すると、特

許権発生 

１～２年 登 録 日 よ

り１０年 

 

 YUBIS ２０４室入居   (有)エコマス 代表取締役 安藤竜馬 氏、中国経済産業局ホームページに掲載！！ 
 （ 2002年山口大学大学院博士後期課程（設計工学専攻）終了後、同年５月、（有）エコマス設立、代表取締役に就任 ） 

 

中国経済産業局では大学発ベンチャーに焦点をあて、産学官連携の先進的な取り組みを紹介するコーナー「中国地域発 大学発ベ

ンチャー」を、ホームページに設けています。これまで、このコーナーには広島大学発ベンチャー３社が掲載されていました。 

先般（６月１８日）、中国経済産業局産学官連携推進室の榎係長と新規事業課の中井係長（7/1付けで産業技術課に異動）が取

材、7月7日、ついに安藤社長が登場しました。 

 

“青年社長”安藤竜馬氏の起業への熱い思いや経緯が紹介されています。 

 是非とも、ご覧ください。  特に、学生の皆さんには必見です。 

 安藤代表取締役氏「やりたいことがあればどんどんやったらいいと思います。若いうちじゃないとで

きないことはたくさんあります。～仮に失敗しても取り返しができますから。」 

 

       http://www.chugoku.meti.go.jp/topics/summit/top.html 
         （H15.7.7 大学発ベンチャー「（有）エコマス 安藤竜馬氏」掲載！） 

ＴＯＰＩＣＳ 



AnnouncementAnnouncementAnnouncement   
最低資本金規制の特例 
 

平成１５年２月１日から、新事業創出促進法第２条第２項第３号に該当する「創業者」であることについて経済産業大

臣の確認を受けた者が設立する株式会社及び有限会社については、最低資本金未満の資本金で設立することが認めら

れ、その設立から５年間は資本の額が最低資本金未満でよいこととなりました。 

 

特例の内容 
新たに創業する者について、最低資本金規制（株式会社は１，０００万円、有限会社は３００万円）が、会社設立

から５年間、適用が免除 

併せて、払込取扱機関の払込保管証明を受ける義務を免除、但し、債権者保護の観点から開示義務、配当制

限あり。 

平成２０年３月３１日までの時限措置。 
 

対象者 

新事業創出促進法第２条第２項第３号に該当する創業者 
「創業者」＝事業を営んでいない個人であって、２ヶ月以内に新たに会社を設立して、その会社を通じて事業を開始する具体的な計画

を有する者 

「事業を営んでいない個人の具体例」＝給与所得者、学生、主婦、失業者、年金生活者、会社の代表権のない役員 

 

手続きの大まかな流れ 
定款の作成・認証 
   ↓     確認申請書には公証人の認証を受けた定款の写しを添付 

   ↓     確認申請を行う創業者は発起人又は社員として定款に署名 

   ↓     定款には解散事由を記載 

創業者であることの確認手続き 
   ↓   確認申請書の提出先 ； 経済産業局（山口県の場合は中国経済産業局） 

   ↓   確認書の交付 ； 確認申請者が創業者であることを経済局が確認した場合に交付 

設立登記 
   ↓   確認日より２ヶ月以内に設立手続きを終え、設立登記申請書に確認書を添付し、法務局へ提出 

   ↓   設立登記後直ちに、経済局へ届出（提出された書面は経済局において公衆縦覧） 

   ↓   配当制限の特則（会社債権者保護の観点） 

   ↓→→ 合名会社等への組織変更  組織変更後、経済局へ届出 
   ↓→→ 成立から５年経過による解散 増資又は組織を変更しなかった場合 

最低資本金以上とする増資    増資後、経済産業局へ届出 

 合名会社  合資会社 有限会社 株式会社 確認有限会社 確認株式会社 

資本金 不要 不要 ３百万円以上 １千万円以上 １円以上 １円以上 

設立登記の登録

免許税 

６万円 ６万円 資本金額の7/1000    

（最低6万円） 

資本金額の7/1000    

（最低15万円） 

６万円 １５万円 

社員・株主の責任 無限責任 無限責任社員と有

限責任社員が存在 

有限責任 有限責任 有限責任 有限責任 

社員・株主数 2名以上 無限責任社員、有

限責任社員各1名

以上 

1名でもよい 1名でもよい 1名でもよい 1名でもよい 

社員・株主の資格 会社は無限責任社

員になれない 

会社は無限責任社

員になれない 

会社も社員になれ

る 

会社も株主になれ

る 

創業者とともになら

会社も社員になれ

る 

創業者とともになら

会社も株主になれ

る 

役員 社員が業務執行を

行う 

無限責任社員が業

務執行を行う 

取締役1名でよい 取締役3名以上（う

ち、代表取締役1名

以上）、監査役1名

以上が必要 

取締役1名でよい 取締役3名以上（う

ち、代表取締役1名

以上）、監査役1名

以上が必要 

存続期間 定める必要なし 定める必要なし 定める必要なし 定める必要なし 5年以内に最低資

本 金 ま で 増 資・組

織変更しない場合

は解散しなければ

ならない 

5年以内に最低資

本 金 ま で 増 資・組

織変更しない場合

は解散しなければ

ならない 

＜参考＞ 

注；一般論として、合名会社・合資会社よりも有限会社・株式会社の方が、信用力が高いといわれている。 

創業・起業に関する情報創業・起業に関する情報  



創業・起業に関する情報創業・起業に関する情報  AnnouncementAnnouncementAnnouncement   

   発 行  山口大学「YUBIS」事務局 
   連絡先  〒７５５－８６１１  宇部市常盤台２丁目１６－１ 
   電 話  ０８３６－８５－９９７２  FAX ０８３６－８５－９９５２ 
   e-mail  yubis@crc.yamaguchi-u.ac.jp 
    ＵＲＬ  http://www.crc.yamaguchi-u.ac.jp/yubis/ 

ビ ジ ネ ス プ ラ ン （ 事 業 計 画 書 ） 作 成 の ポ イ ン ト
　 　 　 　 　 ～ 　 作 　 成 　 の 　 ポ イ ン ト 　 ～

合 理 的 な 考 え に 基 づ く 理 想 論 が 重 要 ！

商 品 の 定 義 を 明 確 に ！

企 業 活 動 全 体 を 視 野 に 置 い た 包 括 的 な 資 金 計 画 ！

豊 富 な 実 績 を 有 す る 第 3者 の 目 を 通 し て ﾌﾞﾗｯ ｼ ｭ ｱ ｯ ﾌﾟ！

当 初 計 画 は 試 行 錯 誤 と 検 討 を 通 し て 常 に リ バ イ ス ！

最 終 的 に は よ り 実 現 可 能 性 の 高 い プ ラ ン に 仕 上 げ る が 、
スタ ー ト時 点 で は 合 理 的 な 考 え に 基 づ く理 想 論 を 策 定
　 　 　 　 　　 　 ＊ 事 業 展 開 の ｽﾄｰﾘ ｰ、ｼﾅﾘ ｵを 論 理 的 に 説 明 で き る 状 態

　何 故 会 社 を 設 立 し 、 運 営 し て い く 必 要 が あ る の か
　 　 　 　 　　 　 合 理 的 ！ 　 魅 力 的 ！ 　 共 感 で き る ！ 　 高 い 信 頼 性 ！

　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　資 金 調 達 、 人 材 獲 得 で 極 め て 重 要
※ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ ﾌ ﾟ ﾗ ﾝ 通 り に 事 業 展 開 が 進 む こ と は 殆 ど な い と 思 わ れ る

が 、 合 理 的 な ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ ﾌ ﾟ ﾗ ﾝ さ え も 描 け て い な け れ ば 、 第 三 者 か ら

の 信 頼 感 や 共 感 を 得 る こ と は 困 難 。

顧 客 の 利 用 イ メ ー ジ 、 サ ー ビ ス 提 供 を 含 め た ビ ジ ネ ス イ メ ー ジ

を 持 つ こ と

商 品 の 定 義 を 明 確 に す る 際 の ポ イ ン ト
⇒ 具 体 的 な 商 品 化 の イ メ ー ジ
　 　 ◆ 利 用 可 能 な 技 術 を 商 品 化 し て い る か

⇒ サ ー ビ ス 化 の イ メ ー ジ
　 　◆ 技 術 を う ま く サ ー ビ ス 化 す る 仕 組 み が 必 要

⇒ 顧 客 の 利 用 イ メ ー ジ
　 　 ◆ 顧 客 が 利 用 す る 時 を イ メ ー ジ し て い る か ？

⇒ ビ ジ ネ ス の イ メ ー ジ
　 　 ◆ 顧 客 は 何 に 対 し て 対 価 を 支 払 う の か ？

　 　   ◆ 誰 か ら 、 ど の 様 な サ ー ビ ス に 対 し て 、 ど の 様 な 方 法 で 対

　 　 　 価 を 受 取 る の か ？

⇒ 商 品 化 に 必 要 な 資 金 の カ バ レ ッ ジ

　 　 ◆ 商 品 化 す る ま で に 必 要 な 資 金 を 具 体 的 に 検 討

事 業 の 収 益 見 込 み を 示 す 「 見 積 損 益 計 算 書 」
事 業 の 実 行 に 必 要 な 資 金 量 と 調 達 方 法 を 示 し た 「 資 金 計 画 書 」

望 ま し い 収 益 水 準 、適 切 な 資 金 調 達 方 法 を 明 確 に
利 益 計 画 」 、 「 資 金 計 画 」 に 反 映

　

資 金 計 画 策 定 時 に 留 意 す べ き 経 費 例
⇒ 販 売 促 進 ・ 営 業 に 必 要 な 経 費 　 ◆ 宣 伝 ・ 広 告 費 　 ◆ ﾊ ﾟ ﾝ ﾌ ﾚ ｯ ﾄ ・ ﾉ ﾍ ﾞ ﾙ

　 　 　 　 ﾃ ｨ ｸ ﾞ ｯ ｽ ﾞ 　 ◆ 自 社 の ｳ ｪ ﾌ ﾞ ﾍ ﾟ ｰ ｼ ﾞ 作 成

⇒ 研 究 開 発 に 必 要 な 経 費 　 ◆ 材 料 費 　 ◆ 試 験 器 器 ／ 測 定 機 器 の 利 用

⇒ 生 産 に 必 要 な 経 費 　 ◆ 設 備 投 資 　 ◆ 原 材 料 費 　 ◆ 光 熱 費 、 水 道 代

如 何 に バ ー ジ ョ ン ア ッ プ し て い く か
ビ ジ ネ ス プ ラ ン は 、 ビ ジ ネ ス を 評 価 す る 主 体 （ 出 資 候 補 者 、 金

融 機 関 、 顧 客 候 補 、 提 携 相 手 ） に 見 せ る も の 。
主 体 に 「 投 資 し た い 」 「 支 援 し た い 」 「 提 携 し た い 」 と い う 意 志 決 定

を 起 こ さ せ る も の で な け れ ば な ら な い 。

実 際 の 事 業 展 開 を 通 し て 、 よ り 実 効 性 に 富 み 、
実 現 性 の 高 い 計 画 と し て 、 常 に リ バ イ ス ！
　 　 想 定 外 の 出 来 事 　 　 外 部 要 因 　 　内 部 状 況 の 変 化 　な ど の 発 生

自 社 自 身 の た め の 計 画 　 自 ら 実 施 し て い く 計 画

ビジネスプラン（事業計画書）作成のポイント
　　　　　～　作　成　の　手　順　～

事業に対する夢を如何に実現していくかを具体的に！

金融機関也事業の協力者への説明の際に必要

本当に実現可能かを確認する意味でも作成は必要

何度も書き直していくうちに、自分が本当にやりたいこと、事
業の成功の見込みがはっきり見えてくる

収支計画をつくる

　完　成

★開業・起業の動機、事業の目
的、将来的なビジョン　事業に対する

考え方や熱意、将来的な事業展開を説明

★市場性調査　　市場規模、将来性、
環境等を調べｍ、事業内容の裏付けとする

全体の構想、事業イメージを固める

★提供する商品・サービス・技
術及びこれらの提供方法の特長
★顧客ニーズとのマッチング

具体的な事業内容を固める

販売計画
－経営戦略の重要な項目－

誰が（従業員）、誰に（顧客層）、
何を（商品・ｻー ﾋ゙ｽ）、どのように
（販売方法）、どこで（立地）、販売
条件、営業時間

★必ずしも希望どおりに
は資金調達できるとは
限らない。複数のケース

（中古、リース等）を想定。

開業時の資金計画をつくる
資金計画
必要な資金　設備《店舗、工場、機
械、備品、車両など》　運転《商品仕入
れ、経費支払資金など》
調達方法　＊自己資金　＊親・兄

弟、知人・友人等から借入　＊金融

機関から借入　＊その他

仕入れ・外注計画
－利益に直接影響する大切な項目－

何を（商品、原材料）、どこから（仕入れ
先・外注先）、どんな条件で、計画的に

★開業・起業当初
の収支予測　＆
軌道に乗った後の
収支予測

売上予測　＊設備能力×設備数　＊１㎡当

たり売上高×売場面積　＊客単価×設備単位

数（席数）×回転数　＊従業員1人当たり売上

高×従業員数　など

収支計画　売上高、売上単価、経費《人件費、
家賃、支払利息、その他》

ビジネスプランﾝの構成例（画一的なﾌｫー ﾏｯﾄはない）

⇒マネジメント・サマリー　　◆経営理念　◆経営目標

　　　　　◆経営戦略　◆業績目標　　　　　　　　　簡潔にわかりやすく

⇒事業内容の概要　　◆事業内容（具体的な事業内容、製品・ｻー ﾋ゙ ｽ

　　　　　　の内容、事業の目的・動機、対象とする顧客・市場）　◆事業の成

　　　　　長予測　　　　　　　　　　　　　具体的なイメージをわかりやすく

⇒事業戦略　　◆事業環境、市場規模、競合他社　◆コア・コンピタ

　　　　　ンス（自社の優位性）　◆事業展開の方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市場規模、事業モデルの特長・強み

⇒事業計画　　◆生産計画　◆販売計画　◆購買計画　◆設備投

　　　　　資計画　◆人員計画　◆研究開発計画

　　　　　　　　　数字をもとにわかりやすく、経営の諸機能強化の方法

⇒財務計画　　◆利益計画　◆資金計画

⇒企業の経緯・現状　　◆会社概要・経緯　◆経営陣の状況

　　　　　◆株主の状況　　　　　　　　　　　　　　　企業の基本的な情報


